
和議第７４号 

 

国民健康保険等の第三者行為求償事務の充実・強化を求める意見書（案） 

 

 交通事故など第三者（加害者）の行為が原因となる傷病の治療や介護保険サ

ービスの利用（以下「治療等」という。）にかかる費用は、民法上の損害賠償

の規定によりその加害者が負担することになる。 

被害者がその治療等を保険給付として受ける場合は、国民健康保険、後期高

齢者医療制度又は介護保険（以下「国民健康保険等」という。）の保険者は、

損害賠償請求権を代位取得することになるが、一方で被保険者は「第三者行為

による傷病届」（以下「傷病届」という。）を提出することが義務とされてい

る。 

この傷病届により第三者行為求償事務手続が進められるが、必ずしも傷病届

が出されていない状況にあり、本来ならば加害者に求償できるはずの治療等に

かかる費用を、国民健康保険等が負担することになり、保険財政を圧迫するこ

ととなる。 

 こうしたことから、国民健康保険と後期高齢者医療制度については、第三者

行為求償強化のため、国主導の下、損害保険関係団体との間で傷病届の提出代

行に関して締結していた覚書を、令和３年７月に再度締結し強化を図ったとこ

ろであるが、強制力がないため未だ漏れがみられ、特に加害者自身やその同乗

者が治療を要した場合の事故案件は漏れが多い。さらに効率的かつ確実に第三

者に求償する必要がある。 

よって、国におかれては、国民健康保険等の各保険給付の適正化を図り、健

全な運営を確保するため、下記事項に取り組まれるよう強く要望する。  

 

記 

 

１ 第三者又は被害者から損害保険金の請求があれば、損害保険会社が傷病届

の提出を代行するよう義務付けること。  

 

２ 損害保険会社が届けを怠った場合に罰則を設けるなど、漏れの生じない制

度を設計すること。  

  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

  令和４年６月２１日  
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